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第7講 「21世紀型の消費者政策」

【⽬ 的】
これまで様々な消費者政策が実施されてきたが、消費者被害は減

少していないことを理解し、今後実効性を確保するにはどうしたら
よいか考える。

【学修到達⽬標】
・消費者政策の状況について説明できる。
・消費者被害の発⽣・拡⼤防⽌の仕組みについて説明できる。
・消費者政策の実効性を確保する⽅策について説明できる。



第３章 消費者政策の展開

3-1 21世紀型消費者政策の展開
1. 消費者政策の状況、「消費者⽩書」の作成・公表
2004年 消費者基本法
2009年 消費者庁と消費者委員会設置
2012年 年次報告書の作成 「消費者⽩書」

消費者⾏政は急速に進展し、施策
も多様化し、充実してきた
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2.消費者関連法の制定・改正の動向
表3-1
1994年 製造物責任（PL）法 公布
1996年 ⺠事訴訟法、全⾯改正（少額訴訟制度導⼊）
1999年 住宅品質確保促進法 公布
2000年 消費者契約法 公布

⾦融商品販売法 公布
訪問販売法改正 公布（特定商取引法と改称、業務提供誘引販売取引を規制対象）

2001年 【中央省庁再編・内閣府設置】
2002年 特定電⼦メール法 公布

独⽴⾏政法⼈国⺠⽣活センター法 公布
2003年 個⼈情報保護法 公布

⾷品安全基本法 公布(⾷品安全委員会設置等)
2004年 消費者保護基本法改正（「消費者基本法」に改称）公布

公益通報者保護法 公布
ADR法 公布

2006年 消費者契約法改正（消費者団体訴訟制度導⼊）
⾦融商品取引法 公布
貸⾦業規制法改正（貸⾦業法へ改称）、出資法改正、利息制限法改正 公布

2009年 消費者庁関連3法 公布
資⾦決済法 公布
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消費者庁所轄の主な法律制定や改正 図3-1
2013(H25)年
⾷品表⽰法制定 ⾷品衛⽣法、JAS法、
健康増進法の3法の⾷品表⽰に関する規
定が統合

⾷品表⽰制度の⼀元化(⾷品表⽰の部分
のみで法律全体が統合されたわけでは
ない)
2013年
薬事法改正 ⇒「医薬品医療機器法

(薬機法)」
2017(H29)年
⺠法改正 債権法改正(2020年施⾏)

2018年
成年年齢引き下げ(2022年施⾏)

出典: 消費者庁
『令和元年 消費者⽩書』
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3. 消費者被害の発⽣・拡⼤防⽌の仕組み〜消費者事故に関する情報の⼀元的集約とその活⽤〜

(1)消費者事故に関する情報の⼀元的集約と活⽤
消費者被害の発⽣・拡⼤防⽌ ⇒ 全国の被害状況を的確に把握することが不可⽋

消費者安全法(2009年)
消費者被害の発⽣・拡⼤防⽌のための仕組みを定めている。消費者事故等の情報を⼀元的に集約

し、それを活⽤して、消費者被害の発⽣・拡⼤防⽌を図る仕組み。
キーワード「消費者事故等」「重⼤事故等」「多数消費者財産被害事態」
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(2)消費者事故等、重⼤事故等、多数消費者財産被害事態
〜⽣命・⾝体に関する事故情報、財産に関する事故情報〜
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詐欺
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出典: 消費者庁
『令和元年 消費者⽩書』
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出典: 消費者庁
『令和元年 消費者⽩書』
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4. 消費者政策の実効性確保〜違法・不当⾏為の抑⽌と監視〜

消費者政策の基本理念、基本計画
↓

素晴らしいものであっても、実効性を確保するための制度や⾏政施策が必要

1980年代以降、⾏政改⾰、規制改⾰の進展

事前規制型⾏政⇒事後チェック型⾏政へ移⾏
事後的な規制(⾏為規制)がおこなわれる 明確で具体的なルールを定める

実効性を確保 ←「監視」が必要
消費者庁や国の⾏政官庁の仕事 ← ⽇本全体を監視するのは難しい

・企業に対して従業員が監視 「公益通報者保護法」
・適格消費者団体(⺠間)に差⽌請求権を付与 「消費者契約法改正」2006年(2007年施⾏)
法律違反の事業⾏為に対し、裁判所に訴えて違法⾏為を⽌めさせる制度
・都道府県知事 ← 「景品表⽰法」「家庭⽤品品質表⽰法」「特定商取引法」の規制制限

国⺠⽣活審議会報告

事業者が守るべき法律が増加

コラム
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コラム(P64)
消費者団体訴訟制度(差⽌請求、財産被害の集団的回復)

↓
適格消費者団体⇒事業者の不当⾏為に対し差⽌請求ができる制度
2007年 消費者契約法改正
2009年 景品表⽰法、特定商取引法
2013年 ⾷品表⽰法

特定適格消費者団体⇒「消費者裁判⼿続特例法」制定→集団的被害の回復を求めることができる制度

適格消費者団体 →内閣総理⼤⾂が認定 2021年1⽉現在 21団体
特定⾮営利活動法⼈(NPO法⼈)、⼀般社団法⼈、⼀般財団法⼈であること
特定⾮営利活動法⼈消費者被害防⽌ネットワーク東海 

住所:名古屋市千種区内⼭三丁⽬28番2号 電話番号:052-734-8107

特定適格消費者団体(21団体のうちの3団体)
・特定⾮営利活動法⼈消費者機構⽇本
・特定⾮営利活動法⼈消費者⽀援機構関⻄
・特定⾮営利活動法⼈埼⽟消費者被害をなくす会 
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課題

21世紀型の消費者政策についてまとめなさい。
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